
データベース記事市場規模、流通量算出の基準 

基本的な考え方 

○ オンライン・データベースの場合、蓄積された情報量と利用者に実際に提供された

情報量はまったく別のものである。ここでは、利用者に実際に提供された情報量と、

その情報利用の対価をデータベース記事市場の流通市場として捉える。 

○ 二次利用市場のうち、市販 CD-ROM による流通分は、CD-ROM 化され利用者に

届けられたデータ全体をソフト流通量と捉える。また、MT、出力ペーパーなどに

よるオフライン情報提供についても同様に考える。 

○ データベース記事の制作については、コンピュータ設備投資、維持管理費などは除

き、記事の収集・編集・入力等に要した人件費を制作費用とみなす。 

 

データベース市場規模、流通量の算出方法 
市場別 規模・量の考え方 算出方法・推定方法 典拠 

市
場
規
模 

データベース業者の売上額の

うちオンラインによるもの

（新聞・雑誌ＤＢは除く） 

国内オンラインＤＢサービ

ス売上高－新聞雑誌ＤＢ売

上高 

データベース

白書 
データベース

台帳総覧 
特定サービス

産業実態調査 

データベース

のオンライン

による流通（国

産ＤＢ） 

流
通
量 

オンライン利用により年間に

読み出された記事件数（１件

１頁とする） 

国産ＤＢ売上高／頁あたり

記事読み出し平均単価(300
円と想定) 

同上 

市
場
規
模 

データベース業者の売上高の

うちオンラインサービスによ

るもの 

オンラインデータサービス

売上高×海外ＤＢ売上比率 
同上 

一
次
流
通
市
場 

データベース

のオンライン

利用による流

通（海外ＤＢ） 

流
通
量 

オンライン利用により年間に

読み出された記事件数（出力

単価から推計） 

データベース売上高／１件

あたり平均コスト（300 円
と想定） 

同上 

市
場
規
模 

CD-ROM タイトルのうち

データベースの販売金額 
CD-ROM 売上高×データ

ベース CD-ROM比率 
デジタルコン

テンツ白書 
世界 CD-ROM
総覧 

二
次
利
用
市
場 

市販 CD-ROM 

流
通
量 

販売されたデータベース

CD-ROM に収録されている

データ量の合計 

CD-ROM 売上高×データ

ベース CD-ROM 比率／平

均単価×１本平均データ量 

同上 
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市場別 規模・量の考え方 算出方法・推定方法 典拠 

市
場
規
模 

データベース業者のオフライ

ン売上から CD-ROM 販売額

を除いた金額 

オフライン DB サービス売
上 高 － デ ー タ ベ ー ス

CD-ROM販売額 

データベース

白書 
デジタルコン

テンツ白書 

二
次
利
用
市
場 

その他オフラ

インサービス 

流
通
量 

オフラインで提供されたデー

タ量 
オフラインデータベース

サービス売上高／頁あたり

記事読み出し単価(300円と
想定) 

同上 

制
作
金
額 

国内データベースプロデュー

サが記事収集・入力の要した

費用（人件費、外注費）の合

計 

国内オンライン DB 売上高
×人件費・外注費割合×制

作要員割合 

データベース

白書 
特定サービス

産業実態調査 

ソ
フ
ト
制
作 

データベース

記事の制作（国

産 DB） 

制
作
量 

国産 DB について、1 年間に
新たに入力・更新されたデー

タの総量 

国産データベース数×平均

入力・更新データ件数（約

６万件と想定） 

同上 

市
場
規
模 

海外データベースの利用に伴

い海外へ支払った金額 
オンラインデータベース売

上高×海外 DB売上比率 
データベース

白書 
海 外 デ ー タ

ベースソフト

の輸入 

流
通
量 

海外データベースより年間に

読み出された記事件数（出力

単価から推計） 

データベース売上高／１件

あたり平均コスト(300円と
想定) 

データベース

白書 

市
場
規
模 

海外で国産データベースに対

して支払われた使用料金の合

計 

（計量不可）  

ソ
フ
ト
輸
出
入 

海外へのデー

タベース提供 

流
通
量 

海外で読み出された国産デー

タベース記事量 
（計量不可）  
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データベース記事市場の動向 

○一次流通市場の動向 

・ 国内で利用可能なデータベース数は、1996年まで着実に増加していたが、1997

年に大幅に減少した。1997年以降はほぼ横這いであり、2000年は 2,458となっ

ている。国産、海外製別にみると国産データベースがほぼ一環して増えているの

に対し、海外製のデータベース数は 1997年に事業者がラインナップを見直した

ことから大幅に減少している。海外製データベース数の減少が全体の減少に繋

がっている。1999 年度には国産のデータベース数が初めて海外製を上回った。

（図表 3-5-1） 

・ データベースの売上高は 1996 年から 3 年間連続して増加していたが、1999 年

にはオフライン部門の売上減少などにより減少となった。しかし、2000 年には

2,916億円と過去最高の売上高となっている。2000年の売上高の内訳はインター

ネットでのサービスが 1,350億円、その他でのサービスが 1,566億円となってい

る。1980年からの 20年間でデータベース産業の市場規模は約 7倍に成長してい

る。（図表 3-5-2） 
○二次流通市場の動向 

・ 企業におけるオフラインデータベースは、科学技術／特許、事典／辞典等の分野

で多く利用されている。ネットワークを介したデータ配信が主流となる中で、今

後、オフラインメディアの特性をどのように活かしていくのかが課題である。 

・ オフラインデータベースを実現する大容量記憶メディアとして、これまでの

CD-ROMに加えて DVD等が普及してきている。しかし、既に CD-ROMの制作

環境や製造設備が普及していること、データ書き換え型 DVDの規格が定まって

いないことなどから、当分は CD-ROMが主流となるものと考えられる。 
○ソフト制作の動向 

・ データベース記事の入力・更新状況は、統計資料が乏しいため正確な状況は不明

だが、国産データベースが着実に増加していること、データベースはデータ更新

作業が不可欠であることなどから、ソフト制作規模は、ほぼデータベース数に比

例して拡大しているものとみられる。 
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図表3-5-1 国内で利用できるデータベース数の推移 
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出典：経済産業省「データベース台帳総覧」より作成 

図表3-5-2 データベース売上高の推移 
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出典：経済産業省「特定サービス産業実態調査報告書」 
（注）1987年に業務区分の一部改正が行われ「情報提供サービス」が「データベース・

サービス」と改称された。 
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